
児童福祉法等の一部を改正する法律（令和４年法律第6 6号）の概要
改正の趣旨

改正の概要

施行期日

児童虐待の相談対応件数の増加など、子育てに困難を抱える世帯がこれまで以上に顕在化してきている状況等を踏まえ、子育て世帯に対する包括的な支
援のための体制強化等を行う。

１．子育て世帯に対する包括的な支援のための体制強化及び事業の拡充【児童福祉法、母子保健法】
①市区町村は、全ての妊産婦・子育て世帯・子どもの包括的な相談支援等を行うこども家庭センター（※）の設置や、身近な子育て支援の場（保育所等）に
おける相談機関の整備に努める。こども家庭センターは、支援を要する子どもや妊産婦等への支援計画（サポートプラン）を作成する。

※子ども家庭総合支援拠点と子育て世代包括支援センターを見直し。

②訪問による家事支援、児童の居場所づくりの支援、親子関係の形成の支援等を行う事業をそれぞれ新設する。これらを含む家庭支援の事業について市区町村
が必要に応じ利用勧奨・措置を実施する。

③児童発達支援センターが地域における障害児支援の中核的役割を担うことの明確化や、障害種別にかかわらず障害児を支援できるよう児童発達支援の類型
（福祉型、医療型）の一元化を行う。

２．一時保護所及び児童相談所による児童への処遇や支援、困難を抱える妊産婦等への支援の質の向上【児童福祉法】
①一時保護所の設備・運営基準を策定して一時保護所の環境改善を図る。児童相談所による支援の強化として、民間との協働による親子再統合の事業の実施や、
里親支援センターの児童福祉施設としての位置づけ等を行う。

②困難を抱える妊産婦等に一時的な住居や食事提供、その後の養育等に係る情報提供等を行う事業を創設する。
３．社会的養育経験者・障害児入所施設の入所児童等に対する自立支援の強化【児童福祉法】
①児童自立生活援助の年齢による一律の利用制限を弾力化する。社会的養育経験者等を通所や訪問等により支援する拠点を設置する事業を創設する。
②障害児入所施設の入所児童等が地域生活等へ移行する際の調整の責任主体（都道府県・政令市）を明確化するとともに、22歳までの入所継続を可能とする。
４．児童の意見聴取等の仕組みの整備【児童福祉法】
児童相談所等は入所措置や一時保護等の際に児童の最善の利益を考慮しつつ、児童の意見・意向を勘案して措置を行うため、児童の意見聴取等の措置を講ずることと
する。都道府県は児童の意見・意向表明や権利擁護に向けた必要な環境整備を行う。
５．一時保護開始時の判断に関する司法審査の導入【児童福祉法】
児童相談所が一時保護を開始する際に､ 親権者等が同意した場合等を除き､ 事前又は保護開始から７日以内に裁判官に一時保護状を請求する等の手続を設ける。

６．子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上【児童福祉法】
児童虐待を受けた児童の保護等の専門的な対応を要する事項について十分な知識・技術を有する者を新たに児童福祉司の任用要件に追加する。

７．児童をわいせつ行為から守る環境整備（性犯罪歴等の証明を求める仕組み（日本版DBS）の導入に先駆けた取組強化）等【児童福祉法】
児童にわいせつ行為を行った保育士の資格管理の厳格化を行うとともに、ベビーシッター等に対する事業停止命令等の情報の公表や共有を可能とするほか、
児童福祉施設等の運営について、国が定める基準に従い、条例で基準を定めるべき事項に児童の安全の確保を加えるなど所要の改正を行う。

令和6年4月1日（ただし、5は公布後3年以内で政令で定める日、７の一部は公布後3月を経過した日、令和５年４月１日又は公布後2年以内で政令で定める日）

※当該規定に基づいて、子ども家庭福祉の実務経験者向けの認定資格を導入する。
※認定資格の取得状況等を勘案するとともに、業務内容や必要な専門知識・技術、教育課程の明確化、養成体制や資格取得者の雇用機会の確保、といった環境を整備しつつ、
その能力を発揮して働くことができる組織及び資格の在り方について、国家資格を含め、施行後２年を目途として検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。
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妊産婦 子育て世帯
（保護者）

子ども

こども家庭センター（市区町村）
「子ども家庭総合支援拠点」と「子育て世代包括支援センター」の見直し

子ども食堂 ショートステイ
＜レスパイト＞

保育所
＜保育・一時預かり＞

子育てひろば 等
産前産後サポート

産後ケア

訪問家事支援

家や学校以外の
子どもの居場所

○児童及び妊産婦の福祉や母子保健の相談等
○把握・情報提供、必要な調査・指導等
○支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、連絡調整
○保健指導、健康診査等

業
務

様々な資源による
支援メニューにつなぐ

児童相談所協働

※地域の実情に応じ、業務の一部を子育て世帯等の身近な相談機関等に委託可

放課後児童クラブ
児童館

民間資源・地域資源
と一体となった
支援体制の構築

妊産婦、子育て世帯、子どもが気軽に
相談できる子育て世帯の身近な相談機関

○保育所、認定こども園、幼稚園、地域子育て
支援拠点事業など子育て支援を行う施設・事
業を行う場を想定。

○市町村は区域ごとに体制整備に努める。

障害児支援

こども家庭センターの設置とサポートプランの作成（１．①関係）

○ 市区町村において、子ども家庭総合支援拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援センター（母子保健）の設立の意義
や機能は維持した上で組織を見直し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う機能を有する機関
（こども家庭センター）の設置に努めることとする。
※ 子ども家庭総合支援拠点：635自治体、716箇所、子育て世代包括支援センター：1,603自治体、2,451箇所 （令和３年４月時点）

○ この相談機関では、妊娠届から妊産婦支援、子育てや子どもに関する相談を受けて支援をつなぐためのマネジメント
（サポートプランの作成）等を担う。
※ 児童及び妊産婦の福祉に関する把握・情報提供・相談等、支援を要する子ども・妊産婦等へのサポートプランの作成、母子保健の相談等を市区町村の行わな

ければならない業務として位置づけ

医療機関

教育委員会・学校
＜不登校・いじめ相談＞
＜幼稚園の子育て支援等＞

密接な
連携
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子育て短期支援事業
➢ 保護者が子どもと共に入所・利用可能とする。子どもが自ら入所・利用を希望した場合の入所・利用を
可とする。

➢ 専用居室・専用人員配置の推進、入所・利用日数の柔軟化（個別状況に応じた利用日数の設定を可とする）を進める。

子育て世帯訪問支援事業（訪問による生活の支援）
➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象（支援を要するヤングケアラー含む）
➢ 訪問し、子育てに関する情報の提供、家事・養育に関する援助等を行う。

例）調理、掃除等の家事、子どもの送迎、子育ての助言 等

親子関係形成支援事業（親子関係の構築に向けた支援）
➢ 要支援児童、要保護児童及びその保護者、特定妊婦等を対象
➢ 親子間の適切な関係性の構築を目的とし、子どもの発達の状況等に応じた支援を行う。
例）講義・グループワーク・ロールプレイ等の手法で子どもとの関わり方等を学ぶ（ペアレントトレーニング） 等

児童育成支援拠点事業（学校や家以外の子どもの居場所支援）
➢ 養育環境等の課題（虐待リスクが高い、不登校等）を抱える主に学齢期の児童を対象
➢ 児童の居場所となる拠点を開設し、児童に生活の場を与えるとともに児童や保護者への相談等を行う
例）居場所の提供、食事の提供、生活リズム・メンタルの調整、学習支援、関係機関との調整 等

市区町村における子育て家庭への支援の充実（１．②関係）

地域子ども・子育て

支援事業への位置づけ

市区町村の計画的整備

子ども・子育て交付金

の充当

ৗ
ਝ

ఁ
ౄ

○ 要支援・要保護児童（※１）は約23万人、特定妊婦（※２）は約0.8万人とされる中、支援の充実が求められている。
※１ 保護者への養育支援が特に必要、保護者による監護が不適当な児童 ※２ 出産前において出産後の養育支援が必要な妊婦

○ 地域子ども・子育て支援事業において、訪問型支援、通所型支援、短期入所支援の種類・量・質の充実を図るととも
に、親子関係の構築に向けた支援を行う。

○ 市区町村において計画的整備を行い、特に、支援が必要な者に対しては市区町村が利用勧奨・措置を実施する。

一時預かり事業
➢ 子育て負担を軽減する目的（レスパイト利用など）での利用が可能である旨を明確化する。3



都道府県等・児童相談所による支援の強化（２．関係）

○ 児童相談所の業務負荷が著しく増大する中で、民間と協働し、支援の強化を図る必要がある。

○ このため、民間に委託した場合の在宅指導措置の費用を施設等への措置の費用と同様に義務的経費にするとともに、

① 措置解除等の際に親子の生活の再開等を図るため、親子再統合支援事業を制度に位置づける。

② 家庭養育の推進により児童の養育環境を向上させるため、里親支援センターを児童福祉施設として位置づける。

○ 妊婦に対する寄り添いや心理的ケア、出産支援、産後の生活支援など支援を必要とする妊婦に対する包括的な支援事
業を制度に位置づける。

＜里親支援センターの設置＞

➢ 里親の普及啓発、里親の相談に応じた必要な援助、入所児童と里親相互の交流の場の提供、里親の選定・調整、委託
児童等の養育の計画作成といった里親支援事業や、里親や委託児童等に対する相談支援等を行う。

➢ 里親支援の費用を里親委託の費用と同様に義務的経費とする。

＜親子再統合支援事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞

➢ 親子の再統合（親子関係の再構築等）が必要と認められる児童とその保護者を対象

➢ 児童虐待の防止に資する情報の提供、相談、助言等を行う。

例）ピア・カウンセリング、心理カウンセリング、保護者支援プログラム 等

＜妊産婦等生活援助事業（都道府県等の事業※都道府県、市、福祉事務所設置町村）＞

➢ 家庭生活に支障が生じた特定妊婦等とその子ども（親に頼ることができない、出産に備える居宅がない等）を対象

➢ 住居に入居させ、又は事業所等に通所、訪問により、食事の提供などの日常生活の支援を行う。養育に関する相談・
助言、関係機関との連絡調整（産後の母子生活支援施設等へのつなぎ等）、特別養子縁組の情報提供等を行う。4



＜社会的養護自立支援拠点事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞

➢ 措置解除者等や自立支援を必要とする者（※）を対象
※ 例えば、一時保護をされたが措置には至らなかった場合、施設に入所等しながら退所後を見据えた利用を行う場合、施設の退所等の後に利用する場合

➢ 相互の交流を行う場所を開設し、対象者に対する情報の提供、相談・助言、関係機関との連絡調整等を行う。

○ 施設入所等の措置等を解除された者等（措置解除者等）の実情を把握し、その自立のために必要な援助を行うことに
ついて、都道府県が行わなければならない業務にするとともに、

① 児童自立生活援助事業の対象者等の年齢要件等を弾力化する、

② 生活・就労・自立に関する相談等の機会や措置解除者等の間の相互相談等の場を提供する事業を制度に位置づける。
※ 措置解除者等：年間7,964人（令和元年度）

社会的養育経験者の自立支援（３．①関係）

18歳 20歳 22歳
18歳 20歳 22歳

措置延長

児童自立生活援助事業

【現行】 【見直し後】

措置延長

児童自立生活援助事業

Ⓐ：義務教育を終了した児童等
の満20歳に満たない者で、措
置等を解除された者等

Ⓑ：高等学校の生徒、大学生、
その他の生徒又は学生で満20
歳に達した日から満22歳に達
する年度の末日までの間の者
で満20歳に達する日の前日ま
でに自立生活援助を利用して
いた措置解除者等

Ⓐ：義務教育を終了した児童等
の満20歳に満たない者で、措
置等を解除された者等

Ⓑ：満20歳以上の措置解除者等
で高等学校の生徒、大学生そ
の他のやむを得ない事情によ
り自立生活援助の実施が必要
と都道府県知事が認めた者

別途予算対応

児童自立生活援助事業

＜児童自立生活援助事業の対象者等の年齢要件等の弾力化＞

➢ 年齢要件について都道府県知事が認めた時点まで児童自立生活援助の実施を可能（※）にするとともに、教育機関に在
学していなければならない等の要件を緩和する。
※ 満20歳以降も児童自立生活援助事業を活用して同じ施設等に入所等し続けることを可能とする。

Ⓐ Ⓑ
Ⓑ

Ⓑ

Ⓐ
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子どもの意見聴取等の仕組みの整備（４．関係）

＜児童相談所や児童福祉施設における意見聴取等＞

➢ 都道府県知事又は児童相談所長が行う在宅指導、里親委託、施設入所等の措置、指定発達支援医療機関への委託、一時保
護の決定時等（※）に意見聴取等を実施
※ 措置等の解除、停止、変更、期間の更新の時点についても同様。一時保護など緊急で意見聴取等の時間がない場合は事後も許容。

➢ 子どもの最善の利益を考慮するとともに、子どもの意見又は意向を勘案して措置等を行うために、あらかじめ、年
齢、発達の状況その他の子どもの事情に応じ意見聴取その他の措置を講じなければならない。

＜意見表明等支援事業（都道府県等の事業※都道府県、政令市、児相設置市）＞

➢ 児童相談所長等の意見聴取等の義務の対象となっている子ども等を対象

➢ 子どもの福祉に関し知識又は経験を有する者（意見表明等支援員）が、意見聴取等により意見又は意向を把握するとと
もに、それを勘案して児童相談所、都道府県その他関係機関との連絡調整等を行う。

＜子どもの権利擁護に係る環境整備＞

➢ 都道府県知事又は児童相談所長が行う意見聴取等や入所措置等の措置、児童福祉施設等における処遇について、都道
府県の児童福祉審議会等（※）による調査審議・意見具申その他の方法により、子どもの権利擁護に係る環境を整備する
ことを、都道府県等の業務とする。
※ 児童福祉法に基づき都道府県に設置され、子ども等の福祉に関する事項を調査審議し、また関係行政機関に意見具申することができる。

○ 都道府県等において、引き続き、子どもの権利擁護の取組みを推進するため、

① 子どもの権利擁護の環境整備を行うことを都道府県等の業務として位置づけ、

② 都道府県知事又は児童相談所長が行う措置等の決定時において、子どもの意見聴取等を行うこととし、

③ 子どもの意見表明等を支援するための事業を制度に位置づけ、その体制整備に努めることとする。
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一時保護の開始時の司法審査等（５．関係）

一
時
保
護
開
始

２
ヶ
月

４
ヶ
月

６
ヶ
月

親権者等の意に反する場合、延長
（２ヶ月ごと）に際し家裁の承認
が必要（家事審判）（H30.4施行）

一
時
保
護
解
除

一時保護した場合、一時保護開始から
７日以内に児童相談所は裁判所に一時保護
状を請求する必要がある。ただし、親権者
等が一時保護に同意する場合等は除く。

ଇ
ਖ਼
઻
भ

঳
ৎ
৳
૧
૾
৅
હ

＜事前＞ ＜事後＞

ଇ
ਖ਼
઻
भ

঳
ৎ
৳
૧
૾
৅
હ

＜一時保護開始時の適正手続の確保（司法審査）＞
〇 一時保護の適正性の確保や手続の透明性の確保のため、一時保護開始の判断に関する司法審査を導入する。

裁判官が発付する一時保護状による方法（事前又は保護開始から７日以内に児童相談所は書面で請求）とする。

対象として、親権者等が一時保護に同意した場合や請求までに一時保護を解除した場合等は除く。

児童虐待のおそれがあるときなど、一時保護の要件を法令上明確化。その要件に該当するときは、明らかに一時
保護の必要がないと認めるときを除き、裁判官は一時保護状を発付する。

一時保護状発付の請求が却下された場合、一時保護を解除した際に子どもの生命及び心身に重大な危害が生じる
おそれがあるときには、児童相談所からの不服申立手続を設ける（却下の翌日から３日以内にその取消を請求）

＜一時保護所の設備・運営基準の策定等＞
〇 ケアの困難度が高い子どもの入所という一時保護所の特性を踏まえ、新たに設備･運営基準を策定し、下記の内容
を規定する。
・平均入所率が100%を超えている一時保護所がある自治体は、定員超過解消のための計画を策定。その場合には、国が重点的に支援を実施し、
施設整備等を進めることにより、一時保護所の環境改善を目指す。

・一時保護所におけるケアの質を外部の視点でチェックし、必要な改善につなげるため、一時保護所が第三者評価を受けることとする。

○ 児童相談所が措置を講じるに当たって、地方自治体、医療機関、医学に関する大学、児童福祉施設、子どもが在籍
する学校など関係機関から、情報の提供や意見の開陳など必要な協力を求めることができることを明記する。
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一時保護開始時の司法審査に関する実務者作業チームについて

自治体 関係 法曹実務者 関係 学識等 関係

・大浦 俊哉 （東京都福祉保健局 担当部長

〈児童相談センター人材企画

担当課長事務取扱〉）

・河島 貴子（世田谷区児童相談所 副所長）

・西村 実（滋賀県中央子ども家庭相談

センター所長 兼健康医療福祉部

管理監）

・藥師寺 順子 （大阪府中央子ども家庭セン

ター 所長）

・佐藤 康憲（東京家庭裁判所 判事）

・橋本 佳子（名古屋市中央児童相談所

主幹、弁護士）

・浜田 真樹（浜田・木村法律事務所

弁護士）

・石綿 はる美（一橋大学大学院法学研究科 准教授）

・中村 みどり（Children’s View & Voices 副代表）

◎橋本 和明（国際医療福祉大学医療福祉学研究科

臨床心理学専攻 教授）

○吉田 恒雄（認定NPO法人児童虐待防止全国

ネットワーク 理事長）

計４名 計３名 計４名

○ 本年６月８日に成立した児童福祉法改正法において、一時保護の開始時の司法審査を導入（公布から３年以内の
政令で定める日施行）。社会保障審議会児童部会社会的養育委員会報告書において、施行までに、その運用や実務の
詳細について、法律実務に携わる者など、実務者も構成員に含む作業チームを立ち上げて検討すべきと指摘。

○ このため、厚生労働省において、作業チームを令和４年８月末から開催し、一時保護時の司法審査の運用及び実務
の詳細等※について、実務的な観点から議論することとする。
※ 一時保護の要件、一時保護状の請求の際の必要書類、一時保護状の請求や発付等の手続の運用等を議論することを想定。

（検討会委員）

※ 法務省、最高裁事務総局はオブザーバーとして参加。
◎ 座長

○ 座長代理8



主な論点事項（案）

• 児童相談所等から裁判所に対して行われる一時保護状の請求に際し、裁判官による適切かつ迅速な判断に

つなげる必要性や、請求を行う児童相談所等の事務負担等を考慮し、請求書の様式や添付資料をどのような

ものとすべきか。

• 親権者等が一時保護に同意した場合には一時保護状の請求を行う必要はないが、この親権者等の同意につ

いて、どのような方法により確認・記録を行うべきか。

• 当初得られていた親権者等の同意が撤回される場合について、どのような対応が考えられるか。

• 子どもや親権者の意見等について、裁判官について十分に伝わるようにするため、請求時における添付書

類への盛り込み方としてどのような方法が考えられるか。

２．一時保護状の請求手続について

• 児童相談所等が一時保護を行う際の要件について、法令（内閣府令）に規定することとされているが、児

童の安全を確実に確保することができるような要件として、今般の制度改正の趣旨や現在の一時保護の実態

等も踏まえ、どのようなものが考えられるか。

• 今回新たに設定する一時保護開始時の要件について、個々の事例が要件に当てはまるか否かを児童相談所

が迅速に判断するための方策としてどのようなものが考えられるか（チェックシートの導入等）。

１．一時保護開始時の要件について
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主な論点事項（案）

• 児童相談所による一時保護状の請求が裁判官によって却下された場合の不服申立について、「児童の生命

又は心身に重大な危害が生じると見込まれる」場合に行うことができるとされているが、具体的な事例とし

てどのようなものが考えられるか。

• 不服申立手続に際し、裁判官による適切かつ迅速な判断につなげる必要性や、請求を行う児童相談所等の

事務負担等を考慮し、不服申立の請求書の様式や添付資料をどのようなものとすべきか。

３．不服申立について

• 一時保護状の発付や却下に伴う児童相談所の事務として、書面・返却書類の受領を含め、どのようなもの

が想定されるか。

• 一時保護状の請求が却下されたことにより一時保護を解除する場合の児童相談所における手続等について

どのように考えるか。

• 新たに導入される一時保護の司法審査に適切に対応するための児童相談所の体制強化について、どのよう

うな支援が必要か。

• 一時保護の性質上、夜間や休日、大型連休中やその前後に一時保護がなされることも想定されるが、こう

した場合における対応としてどのようなものが想定されるか。

４．その他
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実務者作業チームのスケジュール案

R 4年度
８～12月

１～３月
R５年度
４月～

R6年度
４月～

R7年度
４月～

実務者作業チーム

施行に向けた
内閣府令改正等

作業チーム発足

施行
（R7.6.15までの
政令で定める日）

必要に応じ開催

内閣府令改正
マニュアル案公表
（R5.秋頃）

中間整理
（R4.年度中）

マニュアル案とりまとめ
（R5.夏頃）

※児童相談所や一時保護の実態に則した制度とすべく、９月上旬に実態調査予定

マニュアル確定
（R6.夏頃）
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実務者作業チームの今年度の開催予定

開催日程の目安 主な内容

第１回
（８月29日）

・議題の整理とスケジュールの確認
・実態調査の設問について

第２回
（９月目途）

・一時保護の要件について

第３回
（10月目途）

・一時保護状の請求手続について

第４回
（11月目途）

・予備日①

第５回
（12月目途）

・不服申立について

第６回
（１月目途）

・その他留意が必要な対応について
（休日・夜間に一時保護がなされた場合など）

第７回
（２月目途）

・予備日②

第８回
（３月目途）

・中間整理

※議論が尽きない場合は、随時機動的に対応
12



子ども家庭福祉の認定資格

※対象となる保育士の範囲は、相談援助や保護者対応等の経験に留意しつつ今後検討

社会福祉士
精神保健
福祉士

一定の実務経験のある有資格者のルート

子ども家庭福祉指定研修（100時間程度）

現任者のルート

※当分の間の経過措置

子ども家庭福祉分野の

相談援助の実務経験

４年

：認定機関が認定するカリキュラム

ソーシャルワーク
に関する研修の受講

保育士の

実務経験

４年

ソーシャルワーク
に関する研修の受講

試験 ※認定機関が実施。指定研修等の効果も測定する
実践的な内容

※子ども家庭福祉の現場で働きながらの受講や試験となるため、現場の
意見も聴きながら内容は今後検討

相談援助の実務経験

２年

子ども家庭福祉の実務者の専門性の向上（６．関係）

○子ども家庭福祉の現場にソーシャルワークの専門性を十分に身につけた人材を早期に輩出するため、まずは、一定の実務経験の
ある有資格者や現任者について、国の基準を満たした認定機関が認定した研修等を経て取得する認定資格（※）を導入する。
※社会的養育専門委員会（審議会）の報告書では「子ども家庭福祉ソーシャルワーカー（仮称）」とされているが、名称は今後検討

○この新たな認定資格は、児童福祉司の任用要件を満たすものとして児童福祉法上位置づける（※１）。また、現場への任用が進むよ
う、児童相談所のスーパーバイザーになりやすい仕組み（概ね５年→概ね３年の実務経験（※２））や施設等に配置するインセン
ティブを設定する。
※１：児童虐待を受けた児童の保護等の専門的な対応を要する事項について的確な措置を実施するのに十分な知識等を有する者として規定し、認定機関の認定の枠組み等は下位法令等に規定。

※２：要件の短縮は、他のソーシャルワークの現場での経験があるなど、子ども家庭福祉の実践的な能力がある場合に限ることとする。

○新たな認定資格の取得状況その他の施行の状況を勘案するとともに、下記（※）の環境を整備しつつ、児童の福祉に関し専門的
な知識及び技術を必要とする支援を行う者に関して、その能力を発揮して働くことができる組織及び資格の在り方について、
国家資格を含め、認定資格の施行（R6.4）後２年を目途として検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずる。（◎）
※その者が実施すべき業務の内容、必要な専門的な知識・技術や教育課程の内容の明確化、養成するための必要な体制の確保、その者がその能力を発揮して働くことができる場における雇用の機会の確保

※上記の（◎）参照
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子ども家庭福祉の認定資格の取得に係る研修等に関する検討会の 

開催について 

 

１．趣旨 

令和４年６月８日に成立した「児童福祉法等の一部を改正する法律」（令和

４年法律第 66 号）において、児童福祉司の任用に係る要件として、児童虐待

を受けた児童の保護その他児童の福祉に関する専門的な対応を要する事項に

ついて、児童及びその保護者に対する相談及び必要な指導等を通じて的確な

支援を実施できる十分な知識及び技術を有する者として内閣府令で定めるも

のが追加されることとされた。 

また、この新たに児童福祉司の任用要件に位置付けられる内閣府令で定め

るものに関し、令和３年社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会報告

書（令和４年２月 10 日公表）においては、一定の実務経験のある有資格者や

現任者について、国の基準を満たした機関が認定した研修を受講するととも

に、当該機関が実施する試験を経て認定される認定資格の取得者とすること

とされている。 

この認定資格について、取得のために受講すべき研修の課程等を検討する

ため、本検討会を開催する。 

 

２．構成等 

（１）検討会の構成員は、別紙のとおりとする。 

（２）検討会には、構成員の互選により座長を置く。 

（３）検討会は、座長が必要があると認めるときは、関係者等の参加を求めるこ

とができる。 

（４）検討会は、座長が必要があると認めるときは、ワーキンググループを開催

することができる。 

（５）検討会は、厚生労働省子ども家庭局長が、有識者等の参集を求めて開催す

る。 

（６）検討会の庶務は、子ども家庭局家庭福祉課が行う。 

（７）この要綱に定めるもののほか、本検討会の開催に必要な事項は、座長が子

ども家庭局長と協議の上、定める。 

 

  

子ども家庭福祉の認定資格の取得に係る研
修等に関する検討会及び WG について
（※当該検討会開催要綱を一部改変） 
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３．主な検討事項 

子ども家庭福祉の認定資格に係る下記の事項 

（１）子ども家庭福祉分野における相談援助を行う職員に求められる専門性 

（２）子ども家庭福祉に係る研修の課程 

（３）ソーシャルワークに関する研修の課程 

（４）試験の内容及び方法・試験の頻度 

（５）その他 

 

４．その他 

（１）検討会は、原則公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の

保護に支障を及ぼすおそれがある場合、自由闊達な意見交換に支障があ

ると判断される場合など、必要があると座長が認めた場合は、会議を非

公開とすることができる。 

（２）会議資料及び議事録については、原則、ホームページにおいて公開する。

ただし、資料や議事の内容により非公開にする必要があると座長が認め

た場合は、その理由を明示するとともに、座長が認める範囲において資

料や議事要旨を公開する。 

 

※当該検討会の下にワーキングチームを設置し、カリキュラムの内容等の具体

的内容を議論している。 
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今後の検討等のイメージ（案） 

 

令和４年７月 子ども家庭福祉の認定資格の取得に係る研修等

に関する検討会開催 

 

 

 

 

 

 

令和４年度冬頃 検討会において一定の取りまとめ 

 

令和５年度春頃 関係省令等の整備 

 

 

令和５年度夏頃 認定機構の発足 

 

 

 

令和６年４月 改正児童福祉法施行 

 

 

令和４年７月 28日 

第１回 子ども家庭福祉の認定資格の取得に係る研修等に
関する検討会  

資料５ 

各論点について、 

ＷＧにおいて順次議論 

施行に向けた準備期間 
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児童発達支援センターの役割・機能の強化（１．③関係）

＜制度の現状＞
○ 主に未就学の障害児の発達支援を行う「児童発達支援センター」については、地域における中核的役割を果たすことが期待されているが、
果たすべき機能や、一般の「児童発達支援事業所」との役割分担が明確でない。

○ 障害児通所支援については、平成24年の法改正において、障害児や家族にとって身近な地域で必要な発達支援を受けられるよう、障害種
別毎に分かれていた給付体系をできる限り一元化したが、児童発達支援センターは「福祉型」と「医療型」（肢体不自由児を対象）に分か
れ、障害種別による類型となっている。

【現 行】

医療型児童発達支援

福祉型児童発達支援センター児童発達支援

【対象】全ての障害児
【支援内容】福祉的支援

【対象】肢体不自由児
【支援内容】福祉的支援＋治療（リハビリテーション）

【改正案】

児童発達支援センター

その他の児童発達支援事業所

児童発達支援 【対象】全ての障害児
【支援内容】福祉的支援（＋肢体不自由児の治療（＊））
＊ これまで医療型で行ってきた治療（リハビリテーション）
は引き続き実施可能

一
元
化

医療型児童発達支援センター

※福祉型と医療型を「児童発達支援センター」に一元化642か所

95か所

7,852か所

※ か所数は令和2年10月時点。児童発達支援は国保連データ、福祉型及び医療型の
児童発達支援センターは社会福祉施設等調査によるか所数。

＜改正案の内容＞
① 児童発達支援センターが、地域における障害児支援の中核的役割を担うことを明確化する。
⇒ これにより、多様な障害のある子どもや家庭環境等に困難を抱えた子ども等に対し、適切な発達支援の提供につなげるとと
もに、地域全体の障害児支援の質の底上げを図る。
＜「中核的役割」として明確化する具体的な役割・機能のイメージ＞

① 幅広い高度な専門性に基づく発達支援・家族支援機能

② 地域の障害児通所支援事業所に対するスーパーバイズ・コンサルテーション機能（支援内容等の助言・援助機能）

③ 地域のインクルージョン推進の中核としての機能

④ 地域の障害児の発達支援の入口としての相談機能

② 児童発達支援センターの類型（福祉型・医療型）の一元化を行う。
⇒ これにより、障害種別にかかわらず、身近な地域で必要な発達支援を受けられるようにする。

その他の児童発達支援事業所
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＜制度の現状＞
○ 平成24年施行の児童福祉法改正において、当時、障害児入所施設に入所できていた18歳以上の障害者については、改正後は大人として
相応しい、より適切な支援を行っていくため、障害者施策で対応することとされたが、移行調整が十分進まず、18歳以上の者が障害児入
所施設に留まっている状況がある。

障害児入所施設からの円滑な移行調整の枠組みの構築（３．②関係）

【福祉型障害児入所施設に入所中の18歳以上で移行先が決定していない者の現状（年代別）】

248

133

53 27
9

0
50

100
150
200
250
300

18～19歳 20～29 30～39 40～49 50歳以上

人
数 n=470人

出典：厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉課
障害児・発達障害者支援室調べ（令和３年３月３１日時点）

※１ 移行先が決まっているため、令和３年度中に退所予定の者を除く

※２ 470人（過齢児）のうち、22歳までの者は313人（うち19歳以下
の者248人、20歳～22歳の者は65人）、23歳以上の者は157人。

＜改正案の内容＞
① 障害児入所施設から成人としての生活への移行調整の責任主体（都道府県及び政令市）を明確化する。

＜都道府県・政令市が取り組む内容＞

① 関係者との協議の場を設ける

② 移行調整及び地域資源の整備等に関する総合的な調整を行う 等

② 一定年齢以上の入所で移行可能な状態に至っていない場合や、強度行動障害等が18歳近くになって強く顕在化して
きたような場合等に十分配慮する必要があることから、22歳満了時（入所の時期として最も遅い18歳直前から起算し
て５年間の期間）までの入所継続を可能とする。
（注）現行法において入所できる児童の年齢は原則18歳未満。20歳未満まで入所の延長が可能。

※ １８歳以上で移行先が決定していない者については、令和３年１２月に都道府県・政令市等に対し、①地域のグループホーム等への移行調整や、②児者転換（障害児入所施設
から障害者支援施設への転換）、③児者併設（障害児入所施設を分割した一方を障害者支援施設として併設）等の対応を加速するよう手引きを示し、取組を進めている。
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施行に向けたスケジュール
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今後特に対応をお願いしたい事項

改正児童福祉法においては、

・ 里親制度の普及啓発や、里親家庭等に寄り添った伴走型支援を充実させ、児童の養育環

境を向上させるための、里親支援センター（児童福祉施設）の創設

・ 社会的養育を経験した者等（措置解除者等）の自立に向けた支援の充実化（児童自立生

活援助事業の拡充、社会的養護自立支援拠点の創設等）

・ 在宅指導措置を民間機関に委託する場合の費用を義務的経費とする

等を実施。

児童相談所の業務負荷は引き続き過大となっている状況と承知しており、児童相談所の負

担軽減のためにも、都道府県等においては、社会福祉法人やＮＰＯ法人その他、民間団体と

の協働などにより、これらの事業実施を積極的に御検討いただきたい。

■ 施行内容の詳細な運用等については、令和４年度中に、国において検討会や調査研究等に

より具体的な検討を行い、順次全国の都道府県、市町村のご担当者向けに運用イメージ等を

提示していく予定。これを踏まえた対応のご検討を、順次進めていただくようお願いした

い。
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